
 

 

 

 

 

 

 

 

サブワーキンググループ（田村チーム）の検討の 

今後の方向性について 
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サブワーキンググループ（田村チーム）の検討状況と今後の方向性 

令和３年８月３１日 

 

【Ⅰ．産業安全の経済効果および社会的評価】 

１．産業安全の経済効果 

（１）産業安全の経済効果に関する実態調査（2018 年） 

＊2018 年全国委産業安全衛生大会官民協議会特別セッションで報告 

（２）産業安全の経済効果に関する良好事例の提供（2019 年、2020 年） 

 ①．ヒヤリング調査（2019 年） 

 ②．良好事例の提供（2020 年） 

 ＊2019 年全国委産業安全衛生大会官民協議会特別セッションで一部報告 

（３）産業安全の経済効果の評価ツールの提案（2019 年、2020 年、2021 年、

2022 年） 

   安全対策の投資・支出額と便益 

①．評価ツールの概念整理（2019 年） 

 ②．評価ツールの開発（2020 年、2021 年、2022 年）（具体的計画は資料 1-2

のとおり） 

＊2019 年全国委産業安全衛生大会官民協議会特別セッションで一部報告 

 

２．産業安全の社会的評価に関する検討 

（１）産業安全の社会的評価に関する実施調査（2017 年） 

＊2017 年全国産業安全衛生大会官民協議会特別セッションで報告 

安全表彰：安全活動より安全成績に重点 

（2）産業安全の社会的評価の考え方の整理（2019 年、2020 年，2021 年） 

   産業安全の企業への効果、社会への効果 

（3）産業安全の社会的評価方法の調査（2020 年、2021 年） 

   経営の安全理念、安全体制、安全活動、社会への情報発信、 

安全成績（直接、間接） 

（4）産業安全の社会的評価に伴うインセンチブに関する検討（2020年、2021年、

2022 年） 
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【Ⅱ．産業界における安全教育の体系的プログラムの策定】 

1．階層別の安全教育の体系化と共有化 

（１）階層別安全教育に関する実態調査（2017 年） 

  各産業分野、各階層が実施している安全教育プログラムのアンケート実施 

  ＊2017 年全国委産業安全衛生大会官民協議会特別セッションで報告 

（２）階層別安全教育情報の体系的整理と情報提供（2020 年、2021 年） 

   中災防「経営層を対象としたもの」 

産業安全塾等の外部機関によるもので、提供可能なものの検討・紹介 

職長の能力向上教育の検討・紹介 

 

2．体感安全教育の体系化と共有化 

（1）危険体感教育の体系化（2018 年） 

危険体感教育として必要な項目 

＊2018 年全国委産業安全衛生大会官民協議会特別セッションで報告 

（2）体感安全教育に関する実態調査（2018 年） 

  各産業分野、各階層が必要とする項目 

＊2018 年全国委産業安全衛生大会官民協議会特別セッションで報告 

（3）体感安全教育施設・設備に関する実態調査（2019 年） 

体感安全教育施設の保有状況 

＊2019 年全国委産業安全衛生大会官民協議会特別セッションで報告 

（4）体感安全教育施設等の共有化（2019 年、2020 年，2021 年） 

体感安全教育施設の関係会社・下請等以外への利用の可能性 

情報公開の方法の検討 

＊2019 年全国委産業安全衛生大会官民協議会特別セッションで一部報告 

（5）体感安全教育資料の体系化と共有化（2020 年、2021 年、2022 年） 

体感安全教育教材の体系化と情報提供、 

まずは「はさまれ・まきこまれ」等数例紹介 

 

３．学校安全教育への協力 

（1）学校安全教育への産業界の協力に関する実施調査（2018 年） 

＊2018 年全国委産業安全衛生大会官民協議会特別セッションで報告 

（2）学校安全教育への産業界の協力に関する良好事例の調査と提供（2020 年、

2021 年） 

工場見学等での安全教育、出前安全教育（実験）の好事例の映像等 

（3）学校安全教育に関する産業界からの要望（2020 年、2021 年） 
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製造業安全対策官民協議会
サブWG田村チームの検討状況

産業安全の経済効果と社会的評価について

～安全対策の費用対効果評価ツール

（ソフトウエア）の開発の概要～

資料１－２



2

安全対策の費用対効果評価ツール（ソフトウェア）の開発（1）

１ 目的
平成12年に中央労働災害防止協会（以下「中災防」という。）が行った調査研究「安全対
策の費用対効果－企業の安全対策費の現状とその効果の分析－」では、安全対策の費
用対効果比は（１事業場あたり）平均1：2.7と試算し、事業場が実施する安全対策は支出以
上の効果があることを示した。

製造業安全対策官民協議会（以下「官民協議会」という。）で平成30年に実施した事業
場への安全対策に関する経済的評価に関するヒアリング調査では、事業場でこれから行う
安全対策は、費用対効果があるか事前評価できる仕組みを望む声が多かった。

今回の調査研究では、平成12年の結果を基に、事業場で自ら安全対策の経済的評価を
簡便に実施できるよう支援する方法論・ツール等の整備及びその普及を行うことを目的と
する。

当調査研究は３年計画で行い、１年目となる令和２年度は経済的評価の方法論の整備、
２年目となる令和３年度は１年目で作成した方法論の複数の事業場における試行、３年目と
なる令和４年度は安全対策の経済的評価ツール（以下「評価ツール」という。）の作成を行
う。
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安全対策の費用対効果評価ツール（ソフトウェア）の開発（2）

２ 調査研究の方法等
（１）１年目

ア 委員会の設置
中災防と協議の上、経済学、経営学、労働災害及び保安事故等に関して幅広く専門的
な知識を有する６名程度の専門家等で構成する委員会を設置し、主に以下について検討
すること。
・ 評価ツールの概念設計（評価ツールへの要望を、官民協議会で実施したアンケート調
査及びヒアリング調査から把握し、概念設計を行うこと。）

委員候補
田村先生、安衛研、学識経験者、産業界等合計６名

ツール概念設計での検討事項
評価対象とすべき費用項目および効果項目の検討
各項目の計算式の検討
データベースに収録すべき項目の検討（例：補償金）。←計算式に関係する
ツールの方向性（紙鉛筆、エクセルシート、専用アプリ、・・・）
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安全対策の費用対効果評価ツール（ソフトウェア）の開発（3）

イ 良好事例の収集
企業で行われている安全対策の経済効果について、５社以上の良好事例を取りまとめ

ること。

調査依頼先企業候補
産総研の共同研究相手企業、隣接領域として「健康会計」に取り組んでいる
企業等合計５社以上

ウ 中間報告書の作成
これまでの成果を報告書にまとめ、中災防に提出すること。



5

安全対策の費用対効果評価ツール（ソフトウェア）の開発（4）

２ 調査研究の方法等
（２）２年目（計画）

ア 委員会の継続
主に以下について検討すること。
・１年目で作成した概念設計の検討
・評価ツール及びデータベース（労働災害事例、補償金等のデータ）の検討

イ 評価ツールの試行
評価ツールを試行し事例集を作成すること。

ウ 全国産業安全衛生大会での報告
全国産業安全衛生大会で、これまでの成果を発表するので、中災防の
指示に基づき、発表用資料を作成すること。

エ 中間報告書の作成
これまでの成果を報告書にまとめること。
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安全対策の費用対効果評価ツール（ソフトウェア）の開発（5）

２ 調査研究の方法等
（３）３年目（計画）

ア 委員会の継続
主に以下について検討すること。
・評価ツール及びデータベースの作成、公表

イ 全国産業安全衛生大会での報告
全国産業安全衛生大会で、これまでの成果を発表するので、中災防の
指示に基づき、発表用資料を作成すること。

ウ 最終報告書の作成
これまでの成果を報告書にまとめること。
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安全対策の費用対効果評価ツール（ソフトウェア）の開発（6）

【構想図】

入力者

ツール

（評価計算式）

簡易な入力

• 安全対策費用

• 事故シナリオ（重軽症○名、
△日間操業ストップ・・・）

入力に応じて

データ問い合わせ

例：事故頻度、補償金額など

データ返信

出力（評価結果）

• 安全対策費用

• 事故頻度

• 便益（回避事故損害）

• 費用対効果

• 効率による対策の順位付け

例：生産ロス（円）

生産性（個/時間）

×生産停止時間（時間）

×生産1単位あたり利益（円/個）

各項目のデフォルト値
をあらかじめ登録

各社の状況に応じて
データ追加可能

委員会での議論や開発状況に応じてツール仕様に修正を加える予定。



【期待される効果】

• 安全対策の効率性（コストの高低 and/or 効果の高低）が
明らかになる

• 安全対策の優先順位づけに関する社内コミュニケーションを円
滑にする

• （情報公開ルールを定めた上で）他社がどのような取り組みで
成果をあげているか、費用対効果に優れる事例を広く産業界
の中で水平展開できる

安全対策の費用対効果評価ツール（ソフトウェア）の開発（7）
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